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本日の概要
系統の熱容量制約については、ノンファーム型接続の展開等により、全国的に制約の解
消を図っているが、再エネ導入には調整力の制約もある。

特に北海道においては、大きな再エネポテンシャルがある一方で、本州と交流で連系して
おらず、需要規模も限定的であることから、調整力の制約が大きい状況。

 そのため、北海道における蓄電池募集プロセスＩ期残容量の早期開始やその内容につ
いて前回の本WGにおいて議論いただいた。本日は、Ｉ期残容量について検討を具体化
する中で、その対象について追加的な整理を行う【論点①】とともに、北海道電力ネット
ワークより募集概要案を紹介する。

 また、その後の抜本的な調整力制約の解消に向けては、まず調整力制約の状況などに
ついてあらためてより精緻に分析することが重要であり、今後の段取り・スケジュールにつ
いて整理を行う。【論点②】
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【論点①】蓄電池募集プロセスⅠ期残容量の対象について

前回の本ワーキンググループにおいて、蓄電池募集プロセスＩ期残容量については洋上
風力以外の電源に対象を限定した上で、Ⅱ期の40万kWを洋上風力の準備区域に割
り当てることについてご議論頂いたところ、検討を具体化する中で、対象について追加的
な整理が必要となった。

前回の本ワーキンググループにおける対象の整理では、洋上風力については、北海道にお
いて準備区域と整理されている区域で系統の確保が課題になっている一方、Ⅰ期残容
量の募集対象とした場合、同じ海域における別の事業者の重複確保等の非効率な蓄
電池枠の確保が行われる可能性があるため、第Ⅱ期を割り当てることとした。

一方で、この整理は、再エネ海域利用法における一般海域における区域指定・公募プロ
セスを前提としたものであるため、再エネ海域利用法に基づかない、港湾（港湾法第2
条第3項に規定する港湾区域）における洋上風力の事業も存在することから、その場
合はⅠ期残容量の募集対象としてはどうか。
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（参考）前回の本ワーキンググループにおける対象の整理



【論点②】北海道における変動緩和要件の精査や調整力制約の解消に向けて

北海道においては、調整力制約から、系統連系技術要件においては、電源毎の変動緩
和要件があり、風力等を導入する場合には実質的に蓄電池設置等が必要となることから、
当該要件の撤廃を求める声がある。

当該要件の代替として、早期の再エネ導入のために蓄電池募集プロセスを実施している
ところであるものの、更なる再エネの導入のためには制約の解消を目指すことが重要である。

当該要件の撤廃が可能か否かの判断のためには、過去に行った分析・シミュレーションに
より必要性が確認されていることから、北海道電力ネットワークにおいて、前提等を見直
しつつ分析・シミュレーションについて直ちに着手してはどうか。

 その結果も踏まえた上で、適切な要件や、調整力制約の解消に向けた追加的な制度設
計について、その他の制度設計の進捗とも整合性を保った上で検討し、一定の結論を遅
くとも今年度中に出す予定。

検討にあたっては、例えば、①自然変動電源の接続量を踏まえた必要な調整力の量の
算出や、②調整力の調達・費用の回収方法、③調達可能な調整力に応じた自然変動
電源の連系・運用方法といった点についても考慮が必要と思われるところ、これらの観点
を含め、どのような検討が必要となるか。
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（参考）北海道の系統連系技術要件における出力変動対策
16 電圧変動および出力変動

（３）出力変動対策

風力発電設備（出力 20kW 以上）を連系する場合は，蓄電池等の出力変動緩和のために 必

要な装置を設置していただき，蓄電池等により，風力発電設備と蓄電池等の合成出力 （以下，

Ⅱ〔低圧配電系統との連系に必要な技術要件〕において，「発電所合成出力」と いいます。）を

制御していただき，次のイおよびロ，またはイおよびハの基準を満たして いただきます。ただし，

系統側蓄電池等により出力変動対策を別途実施する場合には， 個別の対策を協議させていた

だきます。

イ すべての時間において，発電所合成出力の変化速度を「発電所定格出力の 1％以下 ／

分」とすること。

ロ 以下に示す時間帯において，発電所合成出力の変動方向を制限すること。

(イ) 7:00～10:00：発電所合成出力を減少させないこと。

(ロ) 11:30～13:30：発電所合成出力を増減させないこと。

(ハ) 16:00～19:00：発電所合成出力を減少させないこと。

(ニ) 20:00～23:00：発電所合成出力を増加させないこと。

ハ 当社が需給運用上の調整力として期待する火力発電機の並列台数が 3 台以下になる こと

が想定される場合，ロ(イ)，(ロ)，(ハ)および(ニ)に示す時間帯において，発電所合 成出力を零

とすること。
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（参考）再エネ規制総点検タスクフォースにおけるとりまとめ 再生可能エネルギー等に関する規制等の総点検タスクフォース（第10回）
（令和3年6月3日）資料1
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